
平成22年3月期通期連結業績予想数値の修正（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

修正の理由 
 今後の経済情勢につきましては、国内景気は一部に改善のきざしがみられるものの、雇用・所得環境は依然として厳し
く、個人消費の低迷が続くものと懸念されます。化粧品業界におきましても、国内需要が伸び悩む中で、企業間競争の激し
さも増しております。また、本年10月に当社の物流業務のアウトソーシング化を決定したことに伴い、移転対象となる流通セ
ンターの固定資産に関して減損損失が発生する見込みです。 
 これらの状況を踏まえ、製品の売上構成による原価率の上昇等も見込み、上記の通り業績の見通しを変更いたします。 
 
 なお、事業の種類別セグメントの売上高につきましては、化粧品事業は前回発表予想に比べ2.6％、3,400百万円減の12
9,700百万円、コスメタリー事業は同1.1％、500百万円減の44,900百万円、その他の事業は同6.7％、100百万円減の1,400
百万円を予想しております。 
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業績予想の修正に関するお知らせ 

最近の業績動向を踏まえ、平成21年4月30日に公表した業績予想を下記の通り修正いたしましたのでお知らせいたします。 

記 

（金額の単位：百万円）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純利

益
百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭

前回発表予想(A) 180,000 12,500 12,600 5,900 101.64
今回発表予想(B) 176,000 10,000 9,700 3,500 60.30
増減額(B-A) △4,000 △2,500 △2,900 △2,400
増減率(%) △2.2 △20.0 △23.0 △40.7
（ご参考）前期実績 
（平成21年3月期）

178,121 12,303 12,017 4,742 81.55



 

コーセー、物流業務を日立物流へアウトソーシング 

 

株式会社コーセー（本社：東京都中央区、代表取締役社長 小林一俊）は、事業構造改革の一

環として、これまで自社運営してきた物流業務を、株式会社日立物流（本社：東京都江東区、代

表執行役社長 鈴木登夫）および日立物流コラボネクスト株式会社（本社：東京都江東区、代表

取締役社長 海野和則）にアウトソーシングすることを決め、この度物流業務委託関係を結ぶス

キームに移行することで両社と基本合意しました。 
 
当社は 2008 年 5 月に「国内化粧品ビジネスの再構築」「海外ビジネスの強化」「新たな事業領

域への取り組み」「企業力の強化」の４つを柱とする中期経営計画を策定し、経営改革に取り組

んでいます。このうち「企業力の強化」の実現策としては、様々な角度から全社的なコスト構造

の最適化を進めることにより、経営効率の向上と収益力の強化を目指しています。今回はこの取

り組みの一環として、これまで自社内のリソース（物流設備と業務運営体制）によって実現して

きた物流機能を、外部パートナーによるアウトソーシングに切り替えます。これにより、当社の

コア事業である化粧品の製造販売に経営資源を集中させることで経営効率の向上を図り、さらに

は物流業務の品質向上、物流ニーズ変化への迅速な対応、物流の合理化による環境負荷の低減な

ど、様々なメリットを狙うものです。 
 
今後は、今回合意に達したスキームに沿い、物流システム開発や業務設計など具体的な業務委

託への取り組みに着手し、物流拠点毎の段階的な移行を経て、2011 年度中に全物流業務における

委託体制の整備を完了する予定です。 
 
 
１．物流拠点のアウトソーシング化の概要 

 
【現在】               → 【今後】 
コーセー社内物流拠点にて運営       日立物流・日立物流コラボネクストに全面委託 
（現行は以下の６拠点）          （委託先では下記４拠点に集約予定） 

  北海道流通センター（北海道恵庭市）      北海道 
東北流通センター （福島県須賀川市）     関東 

  狭山流通センター （埼玉県狭山市）      関西 
名神流通センター （滋賀県湖南市）      九州 

  中四国流通センター（岡山県笠岡市） 
  九州流通センター （福岡県古賀市） 
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２．開発～物流業務委託の展開予定 

 
2009 年度下期～2010 年度上期 物流システムおよび業務設計 

2010 年度下期 モデル事業所の物流業務委託開始 

  効果検証後、順次委託展開 

2011 年度 全物流業務の委託体制整備完了 

 

 




